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� 1.1 研究目的

第1章

序 論

本論文は地震力に対応する荷重を受ける鋼・コンクリート合成構造柱材の弾塑性挙動を明らかにする

とともに構造性能評価法を提案することを目的とする. 本論文では，鋼・コンクリート合成構造柱材を，

鉄骨鉄筋コンクリート(以下， SRC)断面， コンクリート充填角形鋼管(C打)断面， さらに， コンク

リート断面に比べせいの小さな鉄骨を断面中心に挿入した芯鉄骨合成断面の3種類とし， いづれも曲げ

で耐力が決定される柱材を対象とした. 以下に関連する既往の研究および本研究の目的について記す.

1) SRC柱材

SRC構造については， これまで数多くの研究がなされており， それらの研究成果をもとに，設計手法

が「鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説J(以下， SRC規準)1.1)にまとめられている. SRC 柱

材は鉄骨と鉄筋コンクリートとを合成した部材であるため，部材の弾塑性挙動に及ぼす影響因子が複雑

であるため， 復元力特性に関して未だ明らかにされているとは言い難い点がある. SRC部材の復元力特

性の研究は立花，土井らによってなされており， 立花らは部材の載荷実験結果をもとに実験式を中心に

曲げ破壊先行型の柱部材の復元力特性を定量的に検討している1.2)土井は力学モデルを取り入れること

により復元力特性のモデル化を行い，曲げ破壊およびせん断破壊に対する復元力特性の定式化を行って

いる1.3) しかしながら， これらは作用軸力， 鋼材およびコンクリートの材料強度およびせん断補強筋量

の違いなどが復元力特性に及ぼす影響については検討されていない.

また，建築構造物の高層化に伴い， SRC構造でも材料の高強度化に向けて検討する必要があるが， 高

張力鋼を使用した場合，降伏歪が大きいことと， 内蔵鉄骨がコンクリートの中に存在するために， 柱材

が最大耐力を発揮する際に， 内蔵鉄骨は全塑性状態になりにくく， SRC規準に従う一般化累加強度では

柱材の終局曲げ耐力を危険側に評価する危険性がある.高強度材料を利用したSRC柱材の弾塑性挙動お

よび終局曲げ耐力に関する既往の研究として，文献1.4) � 1.7)がある.文献1.4)では引張強度が590MPa

および:'790MPa級の高張力鋼(以下HT590，HT790 とする) を用いた SRC構造の部材， 継手および柱梁

接合部にわたる系統的な実験的研究がまとめられており，柱の偏心圧縮実験および一定軸力下で繰返し

せん断曲げを受ける柱の実験において，HT590鋼材を内蔵鉄骨に使用した場合には実験耐力はSRC規準

に従う一般化累加強度で安全側に評価できるが，HT790鋼材を使用した場合には危険側の評価になると

している. 西村・木村ら1.5).1.6)は高強度コンクリート(コンクリート圧縮強度Fc=63MPa)と内蔵鉄骨の

鋼材 SM490Aの組み合わせで， 一定軸力下で繰返しせん断曲げを受ける片持柱の実験を行い， 高強度コ
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ンクリートを使用してもSRC規準に従う一般化累加強度で精度良く安全側に評価でき，帯筋比と帯筋の

降伏強度の積が大きくなるにつれて柱の曲げ耐力が大きくなることを示している. 古池・宮内ら1.7)は，

高強度コンクリート(Fc=30， 60MPa)と高張力銅(S M490A，HT590 )を用いた片持柱に一定軸力と繰

返し水平力を載荷する実験を行い，Fc=60MPaとHT590を組み合わせた柱の実験耐力はその他の組み合

わせよりも， SRC 規準に従う一般化累加強度で評価して小さくなることを示している.

これらの問題点に関して 本論文の第2 章では単一H形鋼を強軸曲げになるように内蔵したSRC断面

柱を対象とし， 実験及び解析を行い， 内蔵鉄骨寸法， 材料強度， せん断補強筋量， 軸力比の違いがSRC

柱材の弾塑性挙動に及ぼす影響について検討し，その復元力特性の骨格曲線を定式化することを目的と

する.第 3章では，高強度材料を用いたSRC柱材の弾塑性挙動を偏心圧縮実験および弾塑性解析で調べ，

終局曲げ耐力の評価法の提案およびSRC規準の一般化累加強度で曲げ耐力を評価できる高強度材料の組

み合わせの条件について明らかにすることを目的とした.

2) CFT柱材

CFT 柱材については， これまで数多くの研究が行われ， 柱材の耐力， 変形能力， 復元力特性， 柱梁接

合部の挙動， 骨組の変形性 能が明らかにされ， それらの研究成果が， íコンクリート充填 鋼管構造設計

施工指針J 1.8)， í充填形鋼管コンクリート構造の設計・施工ガイドラインJ 1.9) にまとめられている. C打

柱材はコンクリートを鋼管が覆うので，柱材の力学的性能が高く，高張力 鋼と高強度コンクリートとの

組み合わせが容易に行える.しかしながら，コンクリート充填 鋼管を建築骨組の柱材として使用する場

合，SRC規準に 規定されている一般化累加強度が必ずしも発揮されない場合がある.梁材のせん断力は，

材端でまず 鋼管に伝達されるが，充填コンクリートに対しては直接的ではなく， 鋼管内部に設けたダイ

アブラムなどの機械的なずれ止めあるいは付着応力によって間接的に 鋼管から伝達されることになる.

従って， 鋼管とコンクリートの応力伝達が確保されない限り， コンクリート充填 鋼管柱の軸力は， 鋼管

のみが負担することになる1.10) 柱梁接合部が外回りダイアブラム形式などの場合には 鋼管と充填コン

クリートの応力伝達は付着応力だけに頼らざるを得ないが，鋼管内面と充填コンクリートの聞の付着応

力はかなり小さいことがわかっている1.11)うえに，経年変化に伴う充填コンク1)ートの収縮や付着性 能

の劣化によってさらにその値が低下することが予想される.

この問題に関して， 本論文第4章では， 鋼管とコンクリートの応力伝達上不利な条件のもとでの C打

柱材の弾塑性挙動を明らかにすることを目的として，鋼管内面に突起を付けた角形鋼管を用いたCFT柱

材と普通鋼管を用いた CFf柱材の弾塑性挙動を調べ， 突起付き 鋼管の 有効性について検討する.

3)芯鉄骨合成柱材

1995年の兵庫県南部地震では建築構造物および土木構造物が大きな被害を受けた. 特に鉄筋コンク

リート(以下，RC)造建物のピロティー形式の建物では，新耐震設計で設計された建物も含め，多くの

層崩壊が生じたし12)

2 

-
-

SRC造建物に関しては， 神戸市およびその近郊に建つ1，307棟の被害調査を行った結果， 32 棟が層崩

壊した1.12) - 1.16) 崩壊した建物は全て， 1972 年以前に建てられた， 格子型SRC部材を用いた建物であ

り，耐震壁の偏在による影響が大きいものが多かった1.12) ，川3)現在使われている充腹型タイプのSRC建

物は， 柱脚， 継手， 耐震壁， 柱梁接合部などに被害を受けた建物が報告されているが， 倒壊した建物は

報告されていない1.1ト1.16) 充腹型SRC造建物に倒壊例が無く， 格子型SRC造建物が倒壊した理由には

耐震設計の方法が異なり， 格子型SRC造建物の保 有水平耐力が充腹型SRC建物のものに比べ少ないこ

ともある.しかしながら， 格子型SRC建物の柱の被害を見ると， 曲げおよび引張軸力によって鉄骨主材

がリベットあるいはボルトの結合位置で破断したために柱材としての構造性能を喪失したために内部コ

ンクリートが圧壊したと恩われる破壊例，あるいは高圧縮力と高せん断力の複合応力を受けた内部コン

クリートを拘束する力によって鉄骨主材および帯板の結合点で破断したと思われる破壊例があるが，ど

ちらにしても最終的に鉄筋コンクリート柱の崩壊性状とほぼ同様であり，高軸力に抵抗できる鉄骨ウエ

ブが存在するかどうかが大きな違いであったのではないかと考える. 1972年に竣工された建物で，コン

クリートせいに比べて小さなせいのH形鋼を内蔵させた建物が震災当時， 神戸市東灘区に建っており，

大破の被害を受けたが倒壊の被害を免れている1.13) この建物は内蔵鉄骨が挿入されていたことで， そ

の鉄骨が鉛直方向荷重を支えることができており 鉄骨が無ければ鉄筋コンクリート造建物と同様に倒

壊していたものと考えられる.

RC柱は高軸力を受ける場合， 柱材が曲げ降伏した後に， せん断破壊を起こし， 最終的に軸力を保持

できず崩壊する. 特にピロティ一階の柱あるいは耐震壁に取り付く柱は高軸力となることがあるため，

特に大きな変形能力を持たせる必要があるものと考えられる. RC柱の変形能力を大きくし， 層崩壊を

防ぐ補強方法として， 帯筋を密に巻く方法あるいはRC断面を鋼管で覆う方法などがあるが， これらは

鉄筋あるいは 鋼管によるコンクリートを拘束する働きに期待するものであり，有効な補強方法であると

考えられる1.17) このような補強方法の他にも，RC断面の芯に鉄骨を挿入し， コンクリート断面の圧縮

歪の進展を抑制させる方法もあると考えられる. RC柱では， 高軸力の場合， 主筋の座屈が軸力保持不

能の崩壊形につながるため， 芯鉄骨を挿入することにより， 主筋の歪の進行を抑制できること，さらに

主筋が座屈したあとも 内蔵鉄骨が軸力を保持できる程度に挿入されていれば 軸力を支持することが

期待でき， 層崩壊を免れるものと考えられる.

小鉄骨を挿入した SRC柱に関する研究は以前にも報告されており， 滝口， 長嶋らは， 特に高強度

帯筋を用いた場合の性状を調べ，中心圧縮実験により，高強度せん断補強筋を用いた場合，最大耐力

を発揮した後， 耐力低下の少ない性状を示すこと， さらに， 曲げせん断実験により， せん断および曲

げで耐力が決まる柱の挙動が調べられており， それぞれの耐力評価法が示されている1.18}， 1.19) 

平田， 南らは， 建物の柱の内法区間のみに芯鉄骨を挿入し，柱梁接合部には鉄骨を挿入しないこと

を想定し， 芯鉄骨を柱脚部で定着しない柱材の挙動を調べ， 水平カー部材角関係は柱脚で芯鉄骨を定

着した柱材とほぼ同様の挙動をすること，さらに，芯鉄骨を定着しない方が柱の軸縮み量が抑制され

ることを実験的に示している 1.20)

3 
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このように，芯鉄骨を挿入した柱が高軸力下でのRC柱材の弾塑性挙動を改善できることは既往の

実験的研究で定性的に示されているが，芯鉄骨合成柱が合成断面として有効に働く鉄骨の量，軸力比

などの条件についての検討はなされていない.このような芯鉄骨合成柱では柱の弾塑性性状および崩

壊性状に及ぼす柱の作用軸力と内蔵鉄骨量が重要なパラメータのーっと考えられる.

そこで第5章および第6章では， 地震時荷重を受ける柱部材を想定した載荷実験および弾塑性解析

を行い，柱の断面圧縮耐力に対する作用軸力の比と芯鉄骨の量および芯鉄骨の形状が柱の挙動に及ぼ

す影響を調べ， 鉄筋コンクリート柱材に対する耐震補強効果を検討することを目的とした.

S 1.2 論文概要

本論文は， 本章「序論」および， 全体の総括を行った第7章「総括」を含め， 7章より構成されてい

る. 第2章から第6章は， 以下に示す内容になっている.

第2章 鉄骨鉄筋コンクリート柱材の復元力特性

第3章 高強度材料を用いた鉄骨鉄筋コンクリート柱材の終局曲げ耐力と弾塑性変形性状

第4章 コンクリート充填内面突起付き角形鋼管柱材の終局曲げ耐力と弾塑性変形性状

第5章 芯鉄骨合成柱材の終局曲げ耐力と弾塑性変形性状

第6章 芯鉄骨合成柱材の耐震性能に関する解析的検討

各章は， その章の研究目的および既往の研究の概要につて述べた「序J， 研究方法および結果の考察

を行った「本文J， およびその章で得られた知見を述べた「結論jで構成されている. 以下に第2章か

ら第6章までの概要を記す.

第2章は， 一定軸力と水平力を受ける鉄骨鉄筋コンクリート柱材の曲げ耐力および弾塑性変形性状を

調べ， 復元力特性の骨格曲線を定式化することを目的とする.

単一日形鋼を強軸に配した鉄骨鉄筋コンクリート柱材に一定軸力と繰返し水平力を加力する載荷実験

を行った. 実験変数は(1)柱のせん断スパン比(2 � 6)， (2) 軸力比( 断面圧縮耐力に対する作用軸

力の比で0.1 � 0.5) を選んだ. 試験体数は合計10 体である. さらに柱材の弾塑性挙動を追跡するため

に，平面保持の仮定のもとで断面のモーメントー曲率関係を数値解析し，それを用いて柱材の水平力-部

材角関係を求める弾塑性解析を行った.

載荷実験および弾塑性解析を行った結果， せん断スパン比， 軸力比に拘わらず， 本解析結果は， 実験

挙動を良く追跡できることを示した.

この解析法をもとに，内蔵鉄骨す法，鋼材およびコンクリートの材料強度，せん断補強筋量，軸力比，
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の違いが鉄骨鉄筋コンクリート柱材の弾塑性挙動に及ぼす影響を解析的に調べた. その結果を基に，柱

材の復元力特性の骨格曲線が1)曲げひび割れ発生点，2)降伏点， 3)最大耐力発揮点， 4)最大耐力発

揮後の劣化勾配で表現できるものと考え， 解析変数がこれらの諸点， 勾配に及ぼす影響を考慮し， 復元

力特性の定式化を行った. 提案した式と本実験および既往の実験研究結果との比較を行った結果，本提

案式は実験挙動を精度良く評価できることを示した.

第3章は， 高強度材料を用いた鉄骨鉄筋コンクリート柱材を対象として，終局曲げ耐力の評価法およ

び弾塑性変形性状を検討することを目的とする.

偏心圧縮力を載荷するSRC柱材の実験を行った. 実験変数は(1)偏心量，(2)曲げ軸( 内蔵H形鋼

の強軸， 弱軸 )，(3)内蔵鉄骨の降伏強度である. 試験体数は合計11体である. 実験挙動を解析的に追

跡するために， 載荷実験と同様な加力条件を考慮し， 弾塑性解析を行った.

実験結果および解析結果より，解析による耐力は実験耐力を良く評価できることを示し，降伏強度が

690MPaおよび、790MPaの高強度鋼を内蔵した鉄骨鉄筋コンクリート柱の曲げ耐力はSRC規準に従いコ

ンクリート強度を低減した一般化累加強度Mpclで評価すると94 � 98%となることを示した. さらに，

内蔵鉄骨の強度， 降伏棚の有無， 鉄骨比， コンクリート強度， せん断補強筋量を解析変数に選び， 柱材

の弾塑性解析を行い， 柱材の曲げ耐力および変形性状を考慮し， 最大曲げ耐力が一般化累加強度Mpcl

の95%を下回らず，部材角が2/100rad. での柱の曲げ耐力がMpclの90 %を下回らない，高強度材料の組

み合わせについての条件を示した.

第4章は， コンクリート充填角形鋼管柱材を対象として， 鋼管とコンクリート聞の応力伝達上不利と

なる条件のもとで，一定軸力と繰返し水平力を載荷する実験を行い，鋼管内面の突起の有無が柱材の弾

塑性挙動に及ぼす影響を調べることを目的とする.

実験変数は(1)鋼管内面の突起の有無，(2)軸力比，(3)柱頭部分のコンクリートの空隙の有無， を

選んだ. 試験体数は8体である.

柱材に所定の軸力を載荷する段階で鋼管とコンクリート問の付着強度を算定した結果，普通鋼管を用

いた柱材で0.25MPa 突起付き鋼管を用いた場合には1.22MPaが得られ， 鋼管内面に突起を付けること

により大きな付着強度が期待できることを示した. さらに， 軸力と繰返し水平力を載荷した結果，柱頭

にコンクリートの空隙がある条件では 普通鋼管を用いた場合，柱脚部で鋼管とコンクリートはそれぞ

れ別々の挙動をしており 鋼管からコンクリートへ応力を充分に伝えきれず， 柱材は耐力， 変形能力と

もに劣る性状を示すことがあること，突起付き鋼管を用いた場合，柱脚部で鋼管とコンクリートは一体

となって挙動し， コンクリート充填鋼管特有の優れた構造性能を発揮すること等を示した.

第5章は， 芯鉄骨合成柱材を対象として， 一定軸力と繰返し水平力を載荷する実験を行い，才、鉄骨合

成柱材の曲げ耐力の評価法および弾塑性変形性状を調べることを目的とする.
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試験体は鉄筋コンクリート断面の中心に断面せいの1/3以下のせいの芯鉄骨を 挿入した合成断面であ

る. 主要な 実験変数として， 芯鉄骨量， 芯鉄骨の断面形状， 軸力比， を選んだ. 試験体数は合計16 体

である.

実験 結果 より， 芯鉄骨を鉄筋コンクリート柱に挿入することにより，高軸力下での鉄筋コンクリート

柱の変形能力を大きく改善できることを示した. 芯鉄骨合成柱材の曲げ耐力は， コンクリート 強度を

0.85倍した強度と鋼材の降伏強度を用いて計算した一般化累加強度で安全側に評価できることを示した.

さらに，芯鉄骨の 圧縮耐力に対する柱の作用 軸力の割合が芯鉄骨合成柱材の弾塑性挙動に及ぼす影響は

大きく， この値が 1.5程度であれば安定した挙動を示し ， 大変形域において鉄筋コンクリート柱に見ら

れるような 軸力保持不能となる崩壊現象は 見られない こと等を示した.

第6章は， 柱材の弾塑性挙動を追跡できる弾塑性解析を行い，種々の条件下での芯鉄骨合成柱材の弾

塑性挙動を調べ， 鉄筋コンクリート柱材の耐震性能と比較することにより， 高軸力下において芯鉄骨合

成柱材はRC柱材の変形能力を大きく 上回ることを示す ことを目的とする.

弾塑性解析では， 主筋の 座屈開始時歪お よび座屈後挙動を考慮した. 芯鉄骨は座屈しないものと仮定

している. 弾塑性解析を行った結果， 第5章で行った載荷実験を良く追跡できることを示した.

さらに， 解析変数に， 内蔵鉄骨比， 軸力比， せん断補強筋比， 鉄骨断面形状などを選び， これらの変

数が柱の挙動に及ぼす影響を調べ，RC柱材は高軸力下で主筋が座屈すれば急激に曲げ耐力が低下し， 最

終的に 軸力を保持できず崩壊するが，芯鉄骨合成柱材では 軸力保持不能となる崩壊現象を起こさない こ

とが可能であり， そのための条件を示した. また， 芯鉄骨断面形状として， H 形鋼を使用するよりも，

コンパクトな断面を用いた方が， 断面中心軸圧縮歪の発散が抑制され， 柱材の変形能力， 消費エネル

ギーを大きくすることが可能であること等を示した.
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第2章

鉄骨鉄筋コンクリート柱材の復元力特性

9 2.1 序

各種建築構造物の構造設計は今後，性能設計さらに限界状態設計へと移行する状況にあり，特に限界

状態設計では，使用限界状態および終局限界状態， その他の限界状態を設定し， それぞれに対して設計

を行うことになるものと思われる. 外力が骨組に作用するときの， それらの限界状態に対して， 耐力の

みならず変形も考慮し，部材，水平抵抗要素およびそれらを組み合わせた 骨組の適切な復元力特性を考

えておく必要がある.

鉄骨鉄筋コンクリート(以下SRC)柱部材は鉄骨と鉄筋コンクリートとを合成した部材であるため，部

材の弾塑性挙動に及ぼす影響因子が複雑であり，復元力特性に対して未だ明らかにされているとは言い

難い点がある. SRC部材の復元力特性の研究は立花， 土井らによってなされており， 立花らは部材の載

荷実験結果をもとに実験式を中心に曲げ破壊先行型の柱部材の復元力特性を定量的に検討している2.1)

土井は力学モデルを取り入れることにより復元力特性のモデル化を行い，曲げ破壊およびせん断破壊に

対する復元力特性の定式化を行っている2.2) しかしながら， これらは作用軸力，鋼材およびコンクリー

トの材料強度およびせん断補強筋量の違いなどが復元力特性に及ぼす影響については検討されていない.

本研究では， 曲げ破壊先行型のSRC部材を対象とし， 復元力特性が骨格曲線と履歴ループで構成され

るものと考え， その骨格曲線が4つの特異点， すなわち曲げひび割れ発生点，降伏点，最大耐力発輝点，

最大耐力発揮後の耐力劣化域上の点，からなるものとした .柱部材の載荷実験および弾塑性解析を行い，

これら4つの特異点に及ぼす， 材料強度， 内蔵鉄骨量， せん断補強筋量， 軸力比の影響を検討し， それ

らをもとに骨格曲線を定式化する.

9 2.2 一定軸力と繰返し水平力を受けるSRC柱の載荷実験

2.2.1 実験計画

SRC 柱 材の弾塑性性状に及ぼす影響因子には材料強度の他に， せん断補強筋量，軸力比，断面せいに

対する材長の比(せん断スパン比)があると考えられる. そこで， 本実験では， 曲げ破壊先行のSRC 柱

の復元力特性の骨格曲線を定式化することを目的とし，軸力比とせん断スパン比を実験変数に選ぴ\こ

れらが柱 材の弾塑性挙動におよぽす影響を調べた (表2.1参照). 

9 
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表2.2 鋼材の機械的性質
2.2.2 試験体

一定軸力と繰返し水平力を受けるSRC柱部材の弾塑性挙動を調べるために，図2.1に示すような片持

柱試験体を10 体製作した. 試験体 断面は 200 x 2∞(mm)で， 内蔵鉄骨にH-125x60x6x8( 鉄骨比4.0%)

を用い，強軸曲げとなるように配している. せん断補強筋は4<1>の鉄筋を用い，4cm間隔で配筋している

(せん断補強筋比pw=0.31%). ただし， 平行 部の重ね部分を溶接することにより閉鎖型フープとした.

せん断スパン比は 2�6までの5種類としており，材長を変化させることにより調整した(表2.1参

照). 軸力比nはSRC断面の圧縮耐力に対する作用軸力の比とし，0.1， 0.3， 0.5 とした(せん断スパン

比3では軸力比が0.4 も加えた). これらの軸力は 鉄骨 鉄筋コンクリート構造計算規準2.3) (以下SRC規

準と略記) に規定された制限軸力の0.28倍， 0.85倍， 1.41倍である(軸力比0.4では 1.1倍). 

材料の機械的性質およびコンクリートの調合をそれぞれ表2.2と表2.3に示す. コンクリー卜のシリン

ダー強度を表2.4 に示す.

鋼材の種類 規格
降伏応力度 引張強度

降伏比 伸ぴ 備考
σy (MPa) cru (MPa) 

H-125x60x6x8 SS400 328 464 0.71 32.2% フランジ
349 471 0.74 34.5% ウエプ

D13 SD345 378 564 0.67 26.6% 主筋
4<1> SODB 378 478 0.79 22.0% 帯筋

4にiN_
2.2.3 加力装置と測定方法

加力装置 は柱脚固定，柱頭ピン支持の境界条件となるようにした(図2.2参照). 試験体 の柱脚部を支

持ビームにPC鋼榛を用いて固定した. 載荷は500tonf万能試験機で、柱頭に 圧縮軸力を載荷し，一定に保

持した状態で，柱頭 部に繰返し水平力を載荷した. 加力制御は柱材の部材角Rで行い，部材角Rが3/100

rad.までは R=5/10∞rad.を単位とし， それ以降はR=1/100 rad. を 単位として， 各変位振幅で 2回繰返す

漸増変位振幅で準静的に載荷した. 軸力は 500tonf試験機の計測装置で， 水平力はオイルジャッキ先端

に取り付けたロードセルで測定した.変位は，試験体 の基礎梁から取り出したフレームに変位 計を取り

付け， 柱頭水平変位を測定した.

T 

H.125X60X6X8 
4日 L 

.N 

ローラー ローラー

2.2.4 実験結果および考察

2.2.4.1 崩壊性状

各試験体 とも部材角が5/1000rad.までにコンクリートに曲げひび割れ が生じ，1/100rad.前後からコン

クリートの圧壊が生じ始めた.軸力比が0.1の試験体 は固定端からコンクリート断面せいcD離れた 範囲

内でかぶりコンクリートの損傷が生じている が，主筋の座屈は認 められなかった. 軸力比が0.3，0.4 お

よび 0.5 の試験体ではせん断スパン比に関わらず固定端から 1.5・cD の範囲内での破壊が著しい. 軸力

比0.3 の試験体では， 部材角が2/100rad.前後でかぶりコンクリート が剥落し，その後，主筋の座屈 が目

視により確認できた. 軸力比が0.4，0.5 の試験体では部材角が3/200� 2/100rad.で 損傷が激 しい. 軸力

比0.1 以外の試験体では，主筋の座屈発生後，せん断補強筋 が隅角部で 破断し，抵抗力 が急激に低下し

た.図2.3に，コンクリート が剥離した 後の目視により確認 した主筋の座屈発生点をA印で示している.

m
 

m
 

図2.1 試験体 図2.2 加力装置

表 2.1 実験条件

試験体名 せん断スパン比 試験体材長 軸力比

H-23 2 40cm 0.3 

H-31 0.'1 

H-33 
3 

0.3 
60cm 

H・34 0.4 

H-35 0.5 

H-43 4 80cm 0.3 

H-5'1 0.1 

H-53 5 100cm 0.3 

H-55 0.5 

H-63 6 120cm 0.3 

2.2.4.2 弾塑性挙動

図2.3に水平力H-部材角R 関係を示す. 図中 実線および 点線は塑性崩壊機構直線であり，柱脚固定

10 11 
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企，T:主筋の座屈発生点を示す
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表2.4 実験結果

軸力
実験耐力 計算耐力

M max M max 

試験体
cσb Lp Hmax (kN) Mm似(kN m) Mpcl Mpc2 α 

(MP司 (kN) 
正側 負側 正側 負側 (kN m) (kN m) 

Mpcl Mpc2 (cm) 

H-23 27.5 533 160 -169 67 -70 61 66 1.13 1.04 30 0.75 

H-31 27.3 179 97 -101 62 -64 57 59 1 .11 1.06 35 0.58 
H-33 27.2 529 114 -107 73 -68 60 66 1.16 1.07 30 0.50 

H-34 28.9 726 106 -107 68 -68 59 63 1.17 1.08 29 0.48 
H-35 28.9 914 97 -100 63 -64 51 57 1.25 1.12 28 0.47 

H-43 30.5 567 81 -82 71 ー72 63 69 1.13 1.04 32 0.40 

H-51 28.2 180 59 -55 62 -59 57 60 1.06 1.01 40 0.40 
H-53 29.7 558 63 -61 71 -69 63 68 1.12 1.03 35 0.35 

H-55 29.7 930 55 -57 65 -66 52 62 1.25 1.05 33 0.33 
H-63 30.5 567 50 -51 69 -71 63 69 1 .11 1.02 35 0.29 

1) cσb:コンクリートのシリンダー強度. 2)実験耐力中， Hmax 実験最大水平力， Mmax 固定端における抵抗

モーメント. 3)計算耐力中， MpcI:鋼材の降伏応力度とSRC規準に基づきコンクリート強度cσbを低減して求め

た一般化累加強度， Mpc2:鋼材の降伏応力度とcσbを用いて計算した一般化累加強度.

端に 塑性ヒンジが形成されるとして求めている.塑性ヒンジでの抵抗モーメントは実線が鋼材の降伏応

力度sσyとコンクリート強度 cσbを用いて計算した一般化累加強度(Mpc2)で、あり，点線は鋼材の降伏応

力度とSRC規準に基づきコンクリートの圧縮強度に低減係数λ(2.1 (式) )を乗じた強度で計算した累

加強度(Mpcl)で、ある.

c九= 0.85 - 2.5.sPc (2.1) 
-100 

-6 -4 

R(%) 
4 6 ー2 0 

(t) H43 
2 

一 _ sac .. -s r c 
bD 

(2.2) H (kN) 

�� rυD=5 
vv r n=0.3 
40 
20 

0 

・40
・60
-80 

-6 -4 -2 0 2 

� � -プ、 、、ー、- '-- ， 
人:圧縮側フランジの断面積
bD :コンクリート断面積

である.

全試験体とも鋼材の降伏応力度とコンクリート強度を用いて計算した一般化累加強度Mpc2に達して

おり，精度よく実験耐力を評価している.柱の最大曲げ耐力はせん断スパン比および軸力の違いに拘わ

らず，かぶりコンクリート部分の圧壊で決まっている.履歴挙動は全ての試験体で紡錘形の履歴性状を

示しており，軸力比が0.1の試験体は抵抗モーメントの低下は認められず部材角6flOOrad.まで安定した

挙動を示している. 軸力比が0.3以上の試験体は最大耐力発揮以降コンクリートの圧壊および剥落によ

り耐力が徐々に低下しており，主筋の座屈発生後，帯筋が破断したため耐力が急激に低下している.し

かしながらこのように耐力は低下しているものの鉄筋コンクリート柱に見られる曲げ降伏後のせん断

破壊により軸力を保持できなくなる崩壊形とは異なり，水平力が無くなる時点で実験を終了しているが，

この時点まで軸力を保持できている.

R(%) 
4 6 

(h) H53 

円ζnu
 

門ζA『

、、，，JN 
K

G

 

(
 

--
nu
nu
nu
nu
nu
nu
nu

 

凶川
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2

4

6
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ー一_，__

4 6 
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図2.3 水平力-部材角関係
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N 

図2.4 解析モデル

S 2. 3 SRC柱材の弾塑性解析

2.3.1 解析方法および仮定

解析モデルを図2.4に示すように弾塑性ヒンジ部と剛体からなるモデルと考え，柱部材の変形を弾塑

性ヒンジ部に集中させ，その点での断面のモーメント曲率関係を元に，力の釣り合いを満足させること

により，柱の挙動が説明できるものと考えた.断面のモーメントー曲率関係は以下に述べる断面区分法

により求めた.つまり，ある曲率のもとでの断面 中心位置の歪を仮定することにより，平面保持の仮定

のもとに，断面内の各分割要素の歪分布を仮定し，材料の構成則に従う断面内の応力分布を求め，その

応力分布より断面の軸力とモーメントを求め，所定の軸力が得られるまで，中心軸歪を変化させる収倣

計算を行い， ある曲率に対する断面の抵抗モーメントを求めている.

2.3.2 材料の応力-歪関係

2.3.2.1 鋼材の応力・歪関係

材料の応力幽歪関係は図2.5に示すモデルを用いた.

鋼材の骨格曲線は，弾性域はヤング係数sEを勾配とした線形関係で，降伏後はヤング係数の1/100の

勾配を持たせるパイリニアー型のモデルとした.降伏後パウシンガー効果により軟化する現象を考慮し

ており， 繰返し則および軟化域の構成則は加藤らの提案モデル2.7)を参考に以下のようにした. 応力除

荷により除荷点( 図2.5(a)中， 歪tGs)と応力が 0となる歪~の区間では勾配をヤング係数sEとした線

形関係に従うものとし，引張(圧縮)で降伏した場合の除荷後の再荷は査ε での接線がヤング係数sEと
50 

なり， 圧縮(ヲ|張 )の骨格曲線上の除荷点cESk(人k)を通る双曲線(2.3)式で表現している.

川氏+αl(古一α-い 山 . (2.3) 

ここで，

14 

E a=--" 
(EB-sE) 

En= σ 
εsk ε50 

sσ 占100 (向民向)

εsO 

、\双曲線
ジ- (ふ sσ)ーσy

(a) 鉄骨および鉄筋

40r-Cσ(MPa) 

30 

20 

10 

Fc=30MPa Skelton Curve 
J 

P =0.68% 

0.2 0.4 0.6 0.8 

(b)コンクリート

図2.5 材料の応力-歪関係

sσ， sε :それぞれ鋼材の応力と歪
σsk' Esk:それぞれ骨格曲線上の除荷点の応力と歪(図2.5(a) 参照)

2.3.2.2 コンクリートの応力.歪関係

. (2.4) 

コンクリートは包絡線に崎野・孫式を用いている2.8). (2.5)， (2.6)式にその諸式を示す.

Cσ A. X + (D-l). X2 

CσcB 1+(A-2).X+D.X2 . (2.5) 

15 
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ここで

x=....f..三
êcO 

A = cE. êc旦

CσcB 

D = 1.50 -1.68 .10-3.cσB + 0.75 再二

cσcB-cσB+k 1 0 L 丸 山 I 1 ーよ)� c u < 

2 
' "  'L)" C ) � 2Dc ) 

L (刀 ， 1. S I 
σ . ι.-・OL . σL ・ |二一卜I 1一 一一一|

忌 < 

2 
. “ 

仙 人 C) l 2D } 

cE = (0.703 + 0.106よ石) .105 

K = 
c(Jc立

EσB 

εcO  _ JI + 4.7(K -1)， K s; 1.5 

êO l3.35 + 20(K -1.5)， K> 1.5 

ε。=0.52 ぷ石 10-3

cσ， cε:それぞれコンクリートの応力と歪

cσs'ε。:それぞれコンクリートシリンダー強度とその強度時の歪
cσcs'εω:それぞれ拘束されたコンクリートの強度および強度時の歪

cE コンクリートの始源剛性
D:応力-歪関係の応力下降域の形状に関するパラメータ
ke :拘束係数(=23)
に:有効側圧因子
Ph 横補強材の体積比

d"とc:それぞれ横補強材の公称直径と有効横支持長さ
sとDc .横補強材の間隔および外周横補強筋の芯間距離

K コンクリートの強度上昇率
σhs :せん断補強筋の降伏応力度

16 

. (2.6) 

._ 
F 

繰返しに伴うコンクリートの応力ー歪関係は渡辺らのモデルを用いた2.9)引張応力は0としている.こ

のモデルはコモンポイント曲線 を骨格曲線((2.5)，(2.6)式で与えられる曲線 )を原点に対し0.9倍， す

なわち応力， 歪の両軸に対して0.9倍することによって与えている. 骨格曲線 上の点(εenv' (Jen)からの

除荷に際しては， コモンポイント(εcom' (Jcom)までを， 次式に従う直線式で表している.

ここで，

lσ -σ l 

c
σ-σω = 1 �

en
ν

co� I ' Cε - ëιe刊n

1 εenv 一êcom ) 

ε∞m=0.98εenvとする.

cσ， cE .それぞれコンクリートの応力と歪

σenv'εenv それぞれスケルトンカーブ上の応力と歪

σcom'εcom .それぞれコモンポイント上の応力と歪

さらに， 応力がOになる点 (εres'0)までの除荷では， 応力を下式で表している.

σ A 〆 、2
σ= 

山 川 内 lε-ê_.. _ 1

(εC側 - Em ) L 、 '…

ここで， εm=4.743εmv15とする.

. (2.7) 

'(2.8) 

再載荷履歴は， 再載荷点からコモンポイント(εcom'σ'com) を通る直線 上を移動し， スケルトンカーブ

に到達してからは， スケルトンカーブ上を移動する.

2.3.3 弾塑性ヒンジの曲率と柱部材角の関係の仮定

弾塑性ヒンジ部 での曲率ゆと柱部材角Rの聞に次式が成り立つものと仮定した.

Rニα.L.ゆ . (2.9) 

ここで， Lは固定端から柱頭までの片持柱の部材長さである.

(2.9)式中， αの値を， 解析で得られた水平力-部材角関係の初期剛性と実験結果のそれが等しくなる

ようにした.αの値は軸力が無い片持柱の由げ変形の弾性理論解では1/3 となるが，以下のことを考え，

せん断変形および鉄骨，主筋の抜け出しによる付加変形を弾塑性ヒンジ部 の曲率の一部 に含める形でこ

のような仮定を設けた.鋼構造部材では座屈等不安定現象が無ければ，材端での抵抗力の上昇に伴い塑

性域((2.9)式のαとLの積に対応する長さ) が材長方向に広がり (2.9)式のαの値は刻々異なるが， コン

クリート系の部材では最大耐力発揮後コンクリートの圧壊により材端での抵抗力は減少し，それに伴い

塑性域以外の部分は弾性に留まるため， 塑性域は限定された区間となり ， 柱部材角は 材端での曲率が

17 
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2a fN) 
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(a) H23 

企....:主筋の座屈発生点を示す 支配的となる. 柱の弾性変形および弾塑性変形に拘わらず，柱の部材角は，材端での曲率が塑性域に対

応する長さ内で一様に分布した状態での変形で表されるものと考え，解析の簡便さと実験挙動との比較

の妥当性より，弾性剛性を合わせることで，弾性，弾塑性の状態に拘わらず(2.9)式が成り立つものと仮

定した.
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2.3.4 解析結果および考察

2.3.4.1 弾塑性解析の結果と実験挙動の比較

図2.6に解析挙動と実験挙動の比較を示す. 初期剛性を合わせることで， 主筋の座屈が生じる段階ま

での実験挙動を本解析により追跡できているものと考えられる.解析による最大水平耐力が実験耐力に

比べ小さく評価されているが これは弾塑性解析では弾塑性ヒンジを柱脚固定端にあるとしていること，

実験では危険断面が固定端よりも上に形成され， スパンが短くなることにより，水平力Hで見たときの

実験耐力が上昇したためであると考えられる. なお， 本実験に用いたローラの静摩擦係数は測定の結果

0.1%程度であり， 摩擦による実験耐力上昇はほとんど無いものと考えられる.
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2.3.4.2 弾塑性ヒンジ部の曲率と柱部材角の関係式

図2.7(a)に上記の方法で算定した， 本実験の結果より得られたαの値をプロットしている. 図中の曲

線は 本実験データをもとにした回帰曲線であり， 下式が得られた.
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ここで， cDは断面せい， Lは柱材の材長である.

図2.7(b)にSRC柱の既往の実験に対する検討結果2.10卜2.17)と本近似式の比較を示す. 本実験結果と同様

であるが作用軸力の比が小さい場合近似曲線は小さめの値を与えること， 軸力比が0.3程度以上となれ

ば本評価式は概ね妥当なものであると考えられる.
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(a) 本実験結果に対する検討結果 (b) 既往のSRC 柱の実験に対する検討結果

図2.7 曲率と部材角を関係づけるα図2.6 解析結果と実験挙動の比較
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